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核種 半減期 (年)(β−decay:100%) 熱中性子捕獲断面積 (b) σtotGDR(b) Q(β
−)(eV)
129I 1.6× 107 27 2.25 194
99Tc 2.1× 105 20 1.75 293.2
135Cs 2.3× 106 8.7 2.31 268.7
137Cs 30 0.25 2.37 1175.63









プトン法を用いた核変換が提案されている [5, 6]。この方法は、図 (1.1)のようにレーザーフォト
ンと数GeVの電子を衝突させることで数十MeVのフォトンのビームを生成し、それを原子核に
























































∫= µµ  int  
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j(r) = c∇× µ(r) (2.1.2)









が原子核に持ち込む角運動量の大きさ (I ≥ 1)によっても分類される。このようなXI(X=E,M)の
電磁遷移は、反応の前後でフォトンを含めた全系のパリティ・角運動量が保存するときに起こる。









B(XI, Ii → If ) (2.1.4)
B(EI, Ii → If ) =
1
2Ii + 1
|⟨Ψf ||Q̂I ||Ψi⟩|2 (2.1.5)
B(MI, Ii → If ) =
1
2Ii + 1
|⟨Ψf ||M̂I ||Ψi⟩|2 (2.1.6)




































(E2γ − E2R)2 + Γ2RE2γ
(2.2.1)
で表される。ここで、Eγ は入射 γ 線のエネルギー、ER,ΓR, σ は巨大双極子共鳴のエネルギー、
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図 2.4: 巨大双極子共鳴のエネルギーEGDR [9](実線は (2.2.2)式による値、各点はLivermore,
















(2.2.2),(2.2.3)式より、A ∼ 30− 200の原子核に対し、巨大双極子共鳴の共鳴エネルギーは



























(Ef − E0)|⟨Ψf |D̂|Ψ0⟩|2 =
1
2
⟨Ψ0|[D̂, [H, D̂]]|Ψ0⟩ (2.2.6)
は和則 (Energy-weighted Sum Rule)と呼ばれる。(2.2.6)式からわかるように、和則は原子






と表される。(2.2.7)式は Thomas-Reiche-Kuhn Sum Ruleと呼ばれる。さらに π中間子の
交換などを考慮すると、全断面積は








起状態である。図 (2.5)に κ = σtotE1/σTRK のグラフを示す。
図 (2.5)から、π中間子の交換などの寄与を表す増幅因子 κは中重核において κ ∼ 0.2であ
ることがわかる。
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1 + (γθ)2 + 4ω1γm
(3.0.1)
と表される（付録 B.1参照）。(3.0.1)式で γ = 1/
√
1− β2, β = v1（v1：入射電子の速度）,mは電
子の静止質量を表す。図（3.2）に散乱されたフォトンのエネルギー ω2 の角度分布を表す。ここ
で、入射電子のエネルギーを ϵ1 = 1.2GeV、入射フォトンのエネルギーを ω1 = 0.7eVとした。
































































m2x1 = (p1 + k1)
2 −m2 = 2p1 · k1 (3.0.4)
m2x2 = (p1 − k2)2 −m2 = 2p1 · k2 (3.0.5)



























































図 3.3: 散乱されたフォトンの個数のエネルギー分布と 137Csの巨大双極子共鳴の断面積。青線は入
射フォトンのエネルギーがω1 = 0.7eVの場合、緑線はω1 = 1.0eVの場合の散乱されたフォトンのエ
ネルギー分布を表す。赤線は 137Csの巨大双極子共鳴の断面積、点線は 137CsのB(n), B(2n)(B(xn)
は 137Csの中性子 x個の束縛エネルギー)を表す。ここで、ω1 = 0.7eVのとき ωmax2 = B(2n)と
なっている。
図 (3.3)に散乱されたフォトンの個数のエネルギー分布を示す。ここで、散乱されたフォトンのフ
ラックスをNγ = 2× 1012/s、入射電子のエネルギーを ϵ1 = 1.2GeVとした。
図 (3.3)の ω1 = 0.7eV及び 1.0eVの場合で見るように、入射フォトンのエネルギーが変わると
散乱されたフォトンのエネルギー分布は変化する。中性子を１個だけ放出させるような核変換を
起こすには、図 (3.3)の ω1 = 0.7eVの場合のように、ωmax2 = B(2n)となるようにすればよい。こ
れは次のような理由のためである。
ある原子核XにエネルギーEγのγ線が入射し、中性子が１個放出する反応は、B(n) ≤ Eγ ≤ B(2n)
の範囲で起こる。一方図 (3.3)で見るように、137Csなどの中重核では巨大双極子共鳴の共鳴エネル
ギーはEGDR ∼ B(2n)である。したがって、散乱されたフォトンのエネルギーの最大値をB(2n)





は θ ∼ 1/γ ∼ 0.4mrad程度である。このとき数m離れたところにターゲットがあれば、ビー
ムのあたる範囲は半径 1mmの円程度なので、ターゲットを高い密度で核変換することがで
きる。





























































































Ea +EA = EC = Eb + EB エネルギー保存 (4.1.1)
pa + pA = pb + pB 運動量保存 (4.1.2)
ja + IA = JC = jb + IB 角運動量保存 (4.1.3)
(−1)laπaπA = πC = (−1)lbπbπB パリティ保存 (4.1.4)
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チャンネル α β
a + A → C∗ → b + B
エネルギー Ea EA EC Eb EB
運動量 pa pA pb pB
内部角運動量 Ia IA JC Ib IB
パリティ πa πA πC πb πB
表 4.1: 複合核反応。aは入射粒子、Aは標的核、C∗は複合核、bは放出粒子、Bは残留核を表す。































































図 4.1: 複合核を経由した反応（B(n)は AXの中性子の束縛エネルギー）
図 (4.1)のように、入射エネルギーが高い場合は、終状態として連続状態への遷移も起こりうる。
さらに (4.1.9)式で無視した、反応に関わる各粒子のスピンや反応前後のパリティの保存を考慮す












⟨T Jγjγ lγ (Eg)⟩
(4.1.10)
これを Hauser-Feshbachの公式という。Ea, Ebは入射粒子及び放出粒子のエネルギーを表す。ま



















































T = 1− |Sopt|2 (4.1.13)
と表される (付録D.2.2参照)。ここで、Soptは光学ポテンシャルを考えたときの S行列を表
す。この S行列とは、標的核に単位フラックスの内向き波が入射したときの外向き波の散乱振
幅のことである。入射粒子の吸収が起こらなければ、フラックスは保存するので |Sopt|2 = 1と







Hψ = Eψ , H = − ~
2
2µ
∇2 + U(r) (4.1.14)
と表される。ここで U(r)は光学ポテンシャルで、以下のような項の和で表される（付録 C
参照）。

















と表される。ここで、kは相対運動の波数、|l| = l,mlは相対運動の角運動量とその z方向











+ Uvol(r) + UD(r) + Ulj(r)− E
]













[e−i(kr−lπ/2) − Sljei(kr−lπ/2)] (r → ∞) (4.1.20)
ulj(kr) = r
l+1 (r → 0) (4.1.21)
と書ける。この漸近形を用いて、数値的に透過係数を求めることができる。
本論文では、光学ポテンシャルとしてGlobal Optical Potential(GOP)を用いる [29]。標的
核の質量数、中性子数、電荷をA,N,Zとすると、中性子に対するGlobal Optical Potential
は以下のように表される。
U(r,E) = −VV (r, E)− iWV (r, E)− iWD(r,E)
+VSO(r, E)l · σ + iWSO(r, E)l · σ (4.1.22)
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ここで σ = 2sである。VV ,WV ,WD,VSO,WSOは次のように表される。
VV (r, E) = VV (E)f(r,RV , aV ) (4.1.23)
WV (r, E) = WV (E)f(r,RV , aV ) (4.1.24)























1 + exp[(r −Ri)/ai]
, Ri = riA
1/3 (4.1.28)
VV ,WV ,WD, VSO,WSO,及び他のWoods-Saxonのパラメーターは次のように与えられる。
VV (E) = v1[1− v2(E − Ef ) + v3(E − Ef )2 − v4(E − Ef )3] (4.1.29)
WV (E) = w1
(E − Ef )2
(E − Ef )2 + (w2)2
(4.1.30)
rv = 1.3039− 0.4054A−1/3 (4.1.31)
av = 0.6778− 1.487.10−4A (4.1.32)
WD(E) = d1
(E −Ef )2
(E − Ef )2 + (d3)2
exp[−d2(E − Ef )] (4.1.33)
rD = 1.3424− 0.01585A1/3 (4.1.34)
aD = 0.5446− 1.656.10−4 (4.1.35)
VSO(E) = vso1exp[−vso2(E −Ef )] (4.1.36)
WSO(E) = wso1
(E − Ef )2
(E −Ef )2 + (wso2)2
(4.1.37)
rSO = 1.1854− 0.647A−1/3 (4.1.38)
aso = 0.59 (4.1.39)
ここでEf は標的核の中性子に対するフェルミエネルギーである。光学ポテンシャルのパラ
メーターは表 (4.2)のように与えられる。
Global Optical Potential を用いて求めた、n+138Ba(基底状態 (Jπ = 0+))の系における光
学ポテンシャルを図 (4.2)に表す。また、この系における l = 0, j = 1/2の場合の透過係数を
図 (4.4)に表す。
4.1. 複合核反応 21
v1 = 59.30− 21.0(N − Z)/A− 0.024A MeV
v2 = 0.007228− 1.48.10−6A MeV−1
v3 = 1.994.10
−5 − 2.0.10−8A MeV−2
v4 = 7.10
−9 MeV−3
w1 = 12.195 + 0.0167A MeV
w2 = 73.55 + 0.0795A MeV
d1 = 16.0− 16.0(N − Z)/A MeV
d2 = 0.0180 + 0.003802/(1 + exp[(A− 156.)/8.]) MeV−1
d3 = 11.5 MeV
vso1 = 5.922 + 0.0030A MeV
vso2 = 0.0040 MeV
−1
wso1 = −3.1 MeVV
wso2 = 160. MeV
Ef = −11.2814 + 0.02646A MeV












































図 4.4: n+138Ba(基底状態 0+)の系における l =
0, j = 1/2の場合の透過係数







表 (4.3)のような、原子核 A−1Xが中性子を吸収し複合核 AX∗を形成し (チャンネル α)、そ
の複合核が γ線を放出して AXの基底状態になる (チャンネル β)反応を考える。
α β
n + A−1X → AX∗ → γ + AX(g.s.)
内部角運動量 Ia IA J Ib IB





















(2IB + 1)(2Ib + 1)








































































1/3ΓE2) mb, EE2 = 63.A
−1/3 MeV, ΓE2 = 6.11−0.012AMeV
– M1
fM1 = 1.58A
0.47 at 7 MeV, EM1 = 41.A
−1/3 MeV, ΓM1 = 4 MeV
– M2
σM2 = 8.10

















































































σ2 = Jrigt/~2 (4.2.5)
で定義される。ここで Jrig は原子核を剛体としたときの慣性モーメントである。また、tは核温









T (Ex) (Ex ≤ EM ) (4.2.6)
















T (Ex) (Ex ≤ EM ) (4.2.10)
= ρZ,N (Ex, J,Π) (Ex ≥ EM ) (4.2.11)











χ = 0 for odd− odd (4.2.13)
= 1 for odd− even (4.2.14)
= 2 for even− even (4.2.15)












ã = αA+ βA2/3 (4.2.17)
α = 0.0692559 (4.2.18)





γ1 = 0.433090 (4.2.21)
δW は液滴模型での原子核の質量と実験から求められた質量の差である [25]。
δW = Mexp −MLDM (4.2.22)
MLDM = MnN +MpZ + Evol + Esur + Ecoul + δ (4.2.23)
Mn = 8.07144MeV (4.2.24)
Mp = 7.28899MeV (4.2.25)
















, i = 1, 2 (4.2.29)
a1 = 15.677MeV (4.2.30)
a2 = 18.56MeV (4.2.31)
κ = 1.79 (4.2.32)
c3 = 0.717MeV (4.2.33)
c4 = 1.21129MeV (4.2.34)
δ = − 11√
A
for even− even (4.2.35)




for odd− odd (4.2.37)












(σ2F (Ex)− σ2d) for Ed ≤ Ex ≤ Sn (4.2.39)













Ji(Ji + 1)(2Ji + 1) (4.2.42)








































































図 5.1: TALYSによる γ+137Csの反応断面積及びレーザー逆コンプトン散乱によって散乱された
フォトンのエネルギー分布
30 第 5章 計算結果・考察
図 (5.1)において、赤線は 137Cs(γ, γ)137Csの断面積、緑線は 137Cs(γ, n)136Cs、青線は 137Cs(γ, 2n)
135Cs、紫線の点線は全断面積（光吸収断面積）を表す。また、橙線は散乱されたフォトンのエネ
ルギー分布、点線のB(xn)は 137Csの中性子 x個の束縛エネルギーを表す。
135Csを出さないように 137Csを核変換するには、Eγ = [B(n), B(2n)] = [8.3, 15.1](MeV)のエネ




























図 5.2: TALYSによる前平衡過程を考慮した場合（実線）及び考慮しない場合（破線）の γ+137Cs
の反応断面積。赤線は 137Cs(γ, γ)137Cs、緑線は 137Cs(γ, n)136Cs、青線は 137Cs(γ, 2n)135Csの反
応の断面積を表す。点線のB(xn)は 137Csの中性子 x個の束縛エネルギーを表す。
上の図から、入射 γ 線のエネルギーが 15MeVより大きいところで前平衡過程の効果が現れて
いることがわかる。ただし前節で述べたとおり、今は原子核に照射する γ線のエネルギーとして



















































図 5.5: TALYS による異なる準位密度に対
する γ+137Cs の反応断面積。赤線は Gilbert-
Cameron、緑線はフェルミガス模型、青線は
Hartree-Fock法による準位密度から求めた断面
積を表す。点線の B(xn)は 137Csの中性子 x個
の束縛エネルギーを表す。
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5.1.4 異なる光学ポテンシャルを用いたときの計算結果
光学ポテンシャルのモデルとして、6.1.1節で紹介したGlobal Optical Potential(GOP)の他に、






















図 5.6: TALYSによる異なる光学ポテンシャルに対する γ+137Cs反応の断面積。赤線は Global
Optical Potential、青線は JLMによって求めた断面積を表す。点線のB(xn)は 137Csの中性子 x
個の束縛エネルギーを表す。
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5.2.2 レーザー逆コンプトン法による核変換









ここで r(X′; t)は時刻 tに核変換で生成する X′ の数 (/s)、Nγ はレーザー逆コンプトン散乱で散
乱されたフォトンの数 (/s)、σXX′ は X(γ, n)X′ の反応断面積、n(X; t)は時刻 tでのターゲット






















137Cs (γ, γ) 137Cs r4(t) :
136Cs (γ, γ) 136Cs r7(t) :
135Cs (γ, γ) 135Cs
r2(t) :
137Cs (γ, n) 136Cs r5(t) :
136Cs (γ, n) 135Cs r8(t) :
135Cs (γ, n) 134Cs
r3(t) :
137Cs (γ, 2n) 135Cs r6(t) :
136Cs (γ, 2n) 134Cs
表 5.1: γ+137Csに対して本論文で考慮する反応
このとき時刻 t+∆tに ni(i = 1 ∼ 4)が満たす関係式は次のようになる。
n1(t+∆t) = n1(t)e
−λ1∆t − r2(t)∆t− r3(t)∆t (5.2.4)
n2(t+∆t) = n2(t)e
−λ2∆t + r2(t)∆t− r5(t)∆t− r6(t)∆t (5.2.5)
n3(t+∆t) = n3(t)e
−λ3∆t + r3(t)∆t− r8(t)∆ (5.2.6)
n4(t+∆t) = n4(t)e
−λ4∆t + r6(t)∆t+ r8(t)∆t (5.2.7)
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対し、レーザー逆コンプトン法によって 1秒間核変換した場合に生成される同位体 A−1X の個数
の計算結果を表す。ただし核変換に用いるフォトンのエネルギーをB(n) ≤ Eγ ≤ B(2n)とし、は
じめにあった原子核の個数を 1.0× 1022個とした。
核種 (AX) [B(n),B(2n)](MeV) EGDR(MeV) σtotGDR(b) N(
A−1X)(/s)
129I [8.83,15.7] 15.3 2.25 6.25× 109
99Tc [8.97,16.2] 16.3 1.75 3.93× 109
137Cs [8.3,15.1] 15.1 2.37 6.72× 109
90Sr [7.8,14.2] 16.7 1.58 1.96× 109
126Sn [8.19,13.93] 15.4 2.17 2.07× 109
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137Cs 136Cs 135Cs 134Cs
半減期 30.08y 13.04d 2.3× 106y 2.0652y
表 5.3: 考慮する同位体及びその半減期
137Csを 5.1節のようなセットアップで核変換したときの時間変化は、以下のようになる。この
とき標的核に照射する γ線のエネルギーはEγ = [B(n), B(2n)] = [8.28, 15.1](MeV)、フラックス




























図 5.8: 137Csの核変換。赤線は 137Cs、緑線は 136Cs、青線は 135Cs、紫線は 134Csの個数を表す。
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137Csは 1gで約 4.4 × 1021 個存在する。この数の 137Csが半減期約 30年で自然崩壊によって
崩壊する個数は、3.2 × 1012/s程度である。図 (5.8)から、137Cs(γ, n)136Csによって核変換する
137Csの数は 1.2× 1010/s程度なので、このとき核変換による 137Csの減少は有意ではない。













































まず attenuation factorについて考える。137Csの attenuation factorは、(5.2.3)式より、図 (5.9)
のように表される。図 (5.9)より、Eγ = [B(n), B(2n)] = [8.28, 15.1](MeV)では a ∼ 0.4である
ことがわかる。式 (5.2.1)より核変換される数は aに比例する。よって a ≤ 1より、仮に aが２倍
になって 1に近づいたとしても、核変換される数は aと同様に２倍しか増加しない。したがって
attenuation factorの増加による核変換への影響はそれほど大きくないと考えられる。





が 1.0 × 1018/sでは、図 (5.10)より核変換によって減少する 137Csの数は 6.0 × 1015/s程度であ
る。このとき、図 (5.11)より核変換によって 137Csが有意に減少することがわかる。
さらに、フラックスが 1.0× 1018/sのレーザーフォトンを 137Csに 1週間照射し続けた場合と、核
変換せずに自然崩壊した場合のグラフを図 (5.12)に示す。図 (5.12)から、核変換によって 137Cs
が 1週間の照射で半数以上減少していることがわかり、核変換の効果が有意に表れている。























































レーザー逆コンプトン法による核変換以外に 137Csから 136Csに核変換する方法として、d(t, n)α
反応で生じる速い中性子 (En =14MeV)を当てることで (n, 2n)反応を起こし、核変換する方法が
考えられている [34]。14MeV中性子による核変換は、レーザー逆コンプトン散乱と似たような結
果を与える。また、d(t, n)α反応で生じる 14MeV中性子のフラックスは 1013/cm2/s程度の値が
実現されている [7]。



















図 5.13: TALYSによる n+137Csの反応断面積。
赤線は 137Cs(n, γ)138Cs,緑線は 137Cs(n, n′)137Cs




























図 5.15: 14MeV中性子による 137Csの核変換。赤
線は 137Cs、緑線は 136Cs、青線は 135Cs、紫線は
134Csの個数を表す。




りに 14MeV中性子による核変換によって崩壊する 137Csの個数は、7.5× 1010/s程度である。フォ
トンのフラックスが 2.0× 1012/sのとき、レーザー逆コンプトン法によって核変換される 137Csの
個数は 6.0× 109/s程度なので、核変換される 137Csの個数は 14MeV中性子による核変換の方が
多い。しかし、自然崩壊する 137Csが 3.2× 1012/sであることから、14MeV中性子による核変換
もまた有意ではない。
一方フォトンのフラックスが 1.0 × 1013/sである場合、レーザー逆コンプトン法による核変換と
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i(k·r−ωkt) + c.c.] (A.1.1)
ここで ϵ(λ)k は偏極ベクトルで、波数ベクトル kに直交する単位ベクトルである。これより電場・
磁場は次のように書かれる。















i(k·r−ωkt) + c.c] (A.1.3)








(k × ϵ(λ)k )[Ak,λe
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これは調和振動子の集団と同等であるので、Qk,λ, Pk,λを正準交換関係









(ωkQk,λ − iPk,λ) (A.1.12)
として定義する。このように電磁場を第２量子化すると、電磁場は量子化された調和振動子（フォ




nk,λ|nk,λ − 1⟩ (A.1.13)
a†k,λ|nk,λ⟩ =
√
nk,λ + 1|nk,λ + 1⟩ (A.1.14)
となる。また真空は




















H = Hnucl +Hfield +Hint (A.2.1)






















j ·AλkImdre−ikct + c.c.
}
(A.2.4)































































zeik·rdr|Ψ0⟩|2δ(Ef −E0 − E) (A.2.12)

















ik·r|Ψ0⟩|2δ(Ef −E0 − E) (A.2.14)
原子核の波動関数 |Ψ⟩が運動量の固有状態であるとき、ri → ri −Rと平行移動できる。入射フォ





































·R0 << 1 (A.2.9)
が成り立つ。よってこのとき eik·r ∼ 1と近似できる。





(Ef − E0)|⟨Ψf |D̂z|Ψ0⟩|2 =
1
2
⟨Ψ0|[D̂z, [Hnucl, D̂z]]|Ψ0⟩ (A.2.17)
は Energy-Weighted Sum Ruleとよばれるものである。これは (A.2.17)式からわかるように、原
子核の基底状態のみで決まる量である。ここで、原子核のハミルトニアン (A.2.2)式において、相


































































































ンのエネルギー・運動量を (ϵ2,p2), (ω2,k2)とする。また、フォトンの入射角を θ、散乱角を θ1と




ϵ1 + ω1 = ϵ2 + ω2 (B.1.1)
p1 + k1 = p2 + k2 (B.1.2)
ここで電子の質量をmと書くと、電子・フォトンのエネルギーはそれぞれ
ϵ21 = m
2 + p21 , ω1 = k1 (B.1.3)
ϵ22 = m
2 + p22 , ω2 = k2 (B.1.4)
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と表される。これより
ϵ1 + ω1 =
√
m2 + p22 + ω2 (B.1.5)





−ω1 − ϵ1 + p1cosθ + ω1cos(θ − θ1)
(B.1.8)
と書ける。ここで入射電子の速度を v1として、β, γを次のように定義する。
β = v1 , γ =
1√
1− β2
, ϵ1 = mγ , p1 = mv1γ (B.1.9)
このとき β = p1/ϵ1より、
ω2 =
ω1(1− βcosθ1)
(1− βcosθ) + ω1ϵ1 (1− cos(θ − θ1)
(B.1.10)
となる。高いエネルギーを持った電子とフォトンが正面衝突すると、フォトンは後方に散乱され、




と近似できる。さらに、入射電子の速度が光速に近く β ∼ 1のとき
(1 + β)(1− β) = 1
γ2











(i /D −m)ψ = 0 , /D = γµDµ , Dµ = ∂µ + ieAµ (B.2.1)
ここでガンマ行列 γµは反交換関係
{γµ, γν} = 2gµν14×4 (B.2.2)
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, (i = 1, 2, 3) (B.2.3)


















U(x) = −jµ(x)Aµ(x) , jµ(x) = −ieψ̄γµψ , ψ̄ = ψ†γ0 (B.2.5)
逆コンプトン散乱のファインマンダイアグラムは図 (B.2)のように表される。
p1 + k1 p2p1
k2k1 p1   k2 p2p1
k1 k2
図 B.2: 逆コンプトン散乱のファイマンダイアグラム







⟨p2, k2|S(2) |p1, k1⟩ = (2π)4δ(4)(p1 + k1 − p2 + k2)iM (B.2.7)
不変散乱振幅をファインマン則にそって計算すると次のようになる。
iM = ū(p2)(−ieγµ)ϵ∗µ(k2)
i( /p1 + /k1 +m)
(p1 + k1)2 −m2
(−ieγν)ϵν(k1)u(p1) (B.2.8)
+ ū(p2)(−ieγν)ϵ∗ν(k1)
i( /p1 − /k2 +m)
(p1 − k2)2 −m2
(−ieγµ)ϵ∗µ(k2)u(p1) (B.2.9)
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ここで x1, x2を次のように定義する。
m2x1 = (p1 + k1)
2 −m2 = 2p1 · k1 (B.2.10)





1 − γν /p1 + γνm)u(p1) (B.2.12)
= 2pν1u(p1)− γν( /p1 −m)u(p1) (B.2.13)
= 2pν1u(p1) (B.2.14)
であることを用いると






−γµ /k2γν + 2γµp1ν
−2p1 · k2
(B.2.16)







































































Tr (γµγν) = 4gµν (B.2.22)
Tr (γµγνγµ) = −2γν (B.2.23)
Tr (γµγνγργσ) = 4(gµνgρσ + gµσgνρ − gµρgνσ) (B.2.24)
Tr (γµγνγργσγµ) = −2γσγργν (B.2.25)
Tr (奇数個のγ行列の積) = 0 (B.2.26)
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さらに
s = (p1 + k1)
2 = 2p1 · k1 +m2 (B.2.27)
t = (p2 − p1)2 = −2p1 · p2 + 2m2 (B.2.28)
u = (k2 − p1)2 =2 p1 · k2 +m2 (B.2.29)
を用いると、I, II, III, IVはそれぞれ
I = 16(2m4 +m2(s−m2)− 1
2
(s−m2)(u−m2)) (B.2.30)
IV = 16(2m4 +m2(u−m2)− 1
2
(s−m2)(u−m2)) (B.2.31)


































|M|2(2π)4δ(4)(p1 + k1 − p2 − k2) (B.2.34)

































































































f(r, r0, a) =
1
1 + exp[(r −R)/a]
(C.0.1)
で表される。ここで aは核表面のぼやけを表すパラメーターである。これより光学ポテンシャル
は V0,W0, rv, av をパラメーターとして


















相互作用のポテンシャルは VSO,WSO, rSO, aSOをパラメーターとして次のように表される。















ここで l,σは軌道を回る核子の角運動量及びスピンである。またmπ は π中間子の質量を表す。




f(r, rD, aD) (C.0.6)
が必要である。これは低いエネルギーでの吸収に寄与することが知られている。














for r ≥ R (C.0.8)
と書ける。
以上から、光学ポテンシャルはこれらの和で












中心力ポテンシャル V (r)による、距離 r = r1 − r2だけ離れた入射粒と標的核の２体の散乱問
題を考える。このときポテンシャルは短距離のもので、ある距離 r = aより遠方では０になると
仮定する。
V (r) → 0 for r ≥ a (D.1.1)
原点からみた入射粒子（質量m1）の座標を r1、標的核（質量m2）の座標を r2とする。このとき




, r = r1 − r2 (D.1.2)



















+ V (r) (D.1.6)
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ここでM = m1 +m2、µ = m1m2/(m1 +m2)である。これより、全系の波動関数はK = P /~
として
Ψ(r1, r2) = e
iK·Rψ(r) (D.1.7)
Hψ(r) = Eψ(r) (D.1.8)
と書ける。上式で、相対運動の波動関数 ψ(r)の r → ∞での漸近形は rにおける立体角を Ωと
して





























































∇2 + V (r)
)



















































[e−i(kr−lπ/2) − e+i(kr−lπ/2)] (D.1.22)
ここで ĵl(kr)はRicatti-Bessel関数を表す。このとき ul(kr)は次の方程式を満たす。( d2
dr2













r → ∞で、ポテンシャル V (r)により波動関数 ul(kr)に位相のずれ δlが生じる。
ul(kr) → sin(kr − lπ/2 + δl) =
i
2
[e−i(kr−lπ/2) − Slei(kr−π/2)] (D.1.24)




に変わることがわかる。弾性散乱の場合はフラックスの保存から |Sl|2 = 1となる。しかし、
次節で考慮するような光学ポテンシャルを用いる場合は、入射フラックスが吸収によって保
存しないので、|Sl|2 < 1となる。Slを散乱行列または S行列と呼ぶ。















(2l + 1)|Sl − 1|2 (D.1.27)
と部分波展開できる。
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• 反応断面積
光学ポテンシャル Vopt(r)による散乱を考える。















dS · j(r) = −
∫







































































(2l + 1)(1− |Sl|2) (D.1.38)
となる。(D.1.38)式と (D.1.34)式を比較すると、透過係数は



















て I >> Dを満たすようなエネルギー間隔で平均をとると、Scnは I の中で多くの振動をする。
このような I で Sのエネルギー平均をとると、Sdir, Scnは













(2l + 1)|1− Sl|2 (D.2.3)
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と書ける。S = Sdir + Scn, Scn = 0より、弾性散乱の断面積は次のように書ける。
σel = σse + σce (D.2.4)
















(2l + 1)|Scnl |2 (D.2.6)
と表される。σceは複合核形成後、始状態と同じ状態に崩壊する反応の断面積を表す。
• 反応断面積












(2l + 1)(1− |Soptl |













































となる。T Jαlα が J に依らないとき、
∑






(2l + 1)Tαlα (D.2.13)
となり、これは (D.2.9)式に一致する。
Hauser-Feshbachの公式 (D.2.10)は、S行列の分散公式 [37]から直接計算できる。しかし T Jαlα が
J に依らないときは、次節で説明する詳細釣合の原理を用いて、次のように簡単に導出できる。以
下では、複合核の断面積であることを表す cnの添え字を省略する。





(2IB + 1)(2Ib + 1)





























P Jα = 1 (D.2.16)























γ(2IG + 1)(2Ig + 1)
(D.2.18)
























(2IA + 1)(2Ia + 1)
Tαlα (D.2.20)




















詳細釣合の原理は、チャンネル αから βへの反応断面積と、その逆反応であるチャンネル βか
ら αへの反応断面積を結びつける関係式である。

















































(2IB + 1)(2Ib + 1)














[1 + exp(α− βϵν)] (E.0.1)















ln (1 + exp(α− βϵ))は ϵ < α/βでは α− βϵで近似され、ϵ > α/βでは exp(α− βϵ)で近似される































e−f(α,β) = elnZ(α,β)−αA+βE (E.0.7)













lnZ +E = 0 (E.0.9)
で決定される。(E.0.5)式の右辺第２項までとると、α0, β0は g(ϵ)の微分を無視すると∫ α0/β0
0











+ E = 0 (E.0.11)
から求められる。これより
α0/β0 = ϵF ：フェルミエネルギー (E.0.12)
U = E − E0 =
π2
6β20
g(ϵF ) ：励起エネルギー (E.0.13)
と書ける。また、停留点は β0 =
√
π2g(ϵF )/6U,α0 = ϵFβ0となる。また、f(α, β)は
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